
本会議で議論する施策について
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• 観光を基軸とした域内(県内)経済の循環を促進するためには、来訪者数、消費単価、域
内調達率をそれぞれ高めることが必要。

• このうち今回は域内調達率を高めるための施策を中心に議論。

×

１本会議で議論する施策の位置づけ

来訪者数

消費単価

域内調達率

経済波及効果

×

＝

企業が、県内から仕入・外注をする割合

域内経済循環の大きさを示す

観光客の沖縄県内での1人あたり支出額

沖縄県を来訪する観光客数
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２沖縄県内の既存の取組（県の施策①）
・沖縄県においては、沖縄県産食材の活用･開発や工芸品の販路拡大を推進する施策を展開。

（農林水産部 流通・加工推進課）
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２沖縄県内の既存の取組（県の施策②）

（農林水産部 流通・加工推進課）
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２沖縄県内の既存の取組（県の施策③）

（商工労働部 ものづくり振興課）
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２沖縄県内の既存の取組（県の施策④ ）

沖縄の特徴を活用した食品開発支援 （商工労働部 ものづくり振興課）

事業概要

工業技術センター等の県研究機関や関係機関連携により食品製造業における食品開発への技術支援等を実施



• 内閣府沖縄総合事務局では県産品活用を促すための商談会やPR等を実施。
• 各市町村においては、食材の地産地消を促す施策を展開。

２沖縄県内の既存の取組（県以外の施策）
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県以外の取組

域内循環強化促進事業
（内閣府沖縄総合事務局）

地産地消による地域内経済循環ｼｽﾃﾑ構築事業
（宮古島市）

• 学校給食等への地産食材の活用に向けたコー
ディネート、地産地消コーディネーターの配
置、流通の仕組みづくりによる地産食材の活
用促進

• 地産ブランドの確立に向けた地産品の認証制
度の検討

県産農林水産物・食品の域内流通強化支援事業
（内閣府沖縄総合事務局）

• 新たな需要発掘のため、農林漁業関係者と観
光事業者、飲食店、小売店とを結びつける相
談・商談会（食のいちゃりば展示商談会）の
開催や、県産品をブランド化するためのＰＲ
情報冊子を作成

農作物の地産地消による離島の活性化
（久米島町）

• 地元農家と地元のホテル・レ
ストランが地元野菜を売買で
きるオンラインショップを開
設

• 初年度に農家１戸あたり約
4,000円/月の農業収入を創出

• 宿泊事業者や県内生産者
の情報交易会（果報庭
フォーラム）を開催

• 2022年度は宿泊事業者32
社、県内生産者62社が参

画像引用：内閣府沖縄総合事務局「果報庭2022 実施結果報告」https://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Keisan/move/chusho/chushosien/kafuna/kafuna2022houkoku.pdf
総務省「沖縄県久米島町 『農作物の地産地消による離島の活性化』」https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/data/651/bp2014008-02.pdf

地産地消システムの画面

加し、28社で商談成立・商談中となった
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• 今後議論を深める必要のある主な論点について整理。

観光客の
主な支出 対応する業種 主な論点

宿泊費 宿泊業
• 県産の食材の活用をどのように増やすべきか

季節性のある産品（例：パインアップルなど）について、年間を通
じて安定的に調達できるようにするにはどうすべきか
新たな特産品（例：トロピカルフルーツ、コーヒーなど）をどのよ
うに増やしていくべきか
高付加価値化（例：ラグジュアリー向けのサービス開発など）にお
ける、県産食材の活用をどのように促すべきか

飲食費 飲食店

買物代
(土産品)

小売(土産品店) • 県内生産のお土産(主に菓子類)の購入をどのように増やすべきか
• お土産(主に菓子類)の県内生産をどのように増やすべきか菓子類(土産品)

酒類(泡盛) • 観光を通じてどのように泡盛振興を図るべきか

日用陶磁器(やちむん)、
他に分類されないｶﾞﾗｽ
製品(琉球ｶﾞﾗｽ)、織物
などの工芸品

• 体験型観光と組み合わせてどのように県産工芸品の購入を促すべきか
• 工芸品をどのように”見せて”売っていくべきか

３第1回会議で提示された主な論点

すべて すべて
• 観光を通じて「小さな商売」の持続可能性をどのように図るべきか
• 今後「域内調達率」をモニタリングしていくためにどのような調査を

実施すべきか



県外産を県内産へ置き換え、域外漏出を縮小する。

○対応する委員意見の概要
・季節性のある産品の安定調達
・県産品の活用を促す方策

○例示
・飲食店や宿泊施設での食材を県内産へ置き換え
・土産品製造の原材料を県内産へ置き換え
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• 域内経済の循環（域内調達）を高めるためには、｢県産品への置き換え｣、｢県産品の新た
な需要拡大｣が重要。

４ 委員意見を踏まえた検討の方向性

① 県産品への置き換え

域外漏出
(バケツの穴)
を縮小

県産品の新たな需要拡大によって、域内経済での循環規模を拡大する。

○対応する委員意見の概要
・新たな特産品の創出
・土産品の生産や購入を増やす方策
・特産品（泡盛等）の振興
・工芸品の購入を促す方策

○例示
・既存特産品(農産物、加工食品、工芸品等)の需要喚起
・新たな特産品の開発と需要喚起

② 県産品の新たな需要拡大

県産品需要
（入れる水の量）

を増やす

出典：沖縄県. 沖縄における経済循環の構造把握調査分析,2021

出典：沖縄県. 沖縄における経済循環の構造把握調査分析,2021


